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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第78期
第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上収益
(百万円)

90,127 78,767 183,056
(第２四半期連結会計期間) (44,432) (37,195)  

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 3,548 663 4,515

親会社株主に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

2,376 357 2,079

(第２四半期連結会計期間) (1,360) (2)  
親会社株主に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 3,646 1,285 2,066

親会社株主持分 (百万円) 46,505 45,642 44,921

総資産額 (百万円) 134,928 122,118 126,755

１株当たり親会社株主に帰属する
四半期(当期)利益：

    

　基本
(円)

42.17 6.34 36.89
　(第２四半期連結会計期間) (24.14) (0.04)  

　希薄化後 (円) － － －

親会社株主持分比率 (％) 34.5 37.4 35.4

営業活動に関する
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,782 1,736 8,328

投資活動に関する
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,245 △3,427 △4,811

財務活動に関する
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,279 △936 △1,826

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 25,262 18,084 20,376
 

(注) １．当社は、国際財務報告基準(IFRS)に基づいて要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しております。

    ２．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

    ３．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

    ４．１株当たり親会社株主に帰属する四半期(当期)利益：希薄化後については、希薄化効果を有する株式が存在し

ないため、記載しておりません。

    ５．当社は、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、基本１株当たり四半期(当期)利益を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境において改善の動きがみられ、緩やかな景気

回復が続きました。一方で、米中貿易摩擦の激化による世界経済の下振れリスクの高まりや、日本国内における相

次ぐ自然災害の発生等により、先行不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの関連する自動車業界におきましては、自動運転、ＥＶ（Electric Vehicle）、コネクテッド、

シェアリング等、新技術によるイノベーションが進行し、大きな変革のうねりの中、競争環境はグローバルに激化

しております。

このような市場環境のもと、当社グループは、従来から掲げている企業戦略である「車両情報システムソリュー

ションプロバイダー」の実現に向け、引き続き「事業ポートフォリオの変革」「グローバル市場でのビジネス拡

大」「事業構造改革の推進」を戦略の柱として、将来の成長に向けた確固たる基盤作りにつとめてまいります。

　

当第２四半期連結累計期間における連結業績の概要は次のとおりであります。

　

当社グループにおきましては、アジア・豪州や欧州において一部ＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）製品の売

上が堅調でありましたものの、主に米州において減収幅が拡大、日本においても売上が減少し、売上収益は787億

67百万円と前年同期比12.6％の減収となりました。

　損益面につきましては、固定費及び変動費の低減活動を継続的に実行いたしましたが、売上減収により、営業利

益は14億19百万円と前年同期比59.4％の減益となりました。また、新興国通貨安の影響を受け為替差損を計上しま

した結果、税引前四半期利益は６億63百万円と前年同期比81.3％の減益、親会社株主に帰属する四半期利益は３億

57百万円と前年同期比85.0％の減益となりました。

　

セグメント別の業績概要は次のとおりであります。各セグメントの売上収益は外部顧客に対する売上収益を記載

しており、各セグメントの利益は、営業利益であります。

　

(日本)

国内においては、ＯＥＭ製品の売上が減少し、当セグメントの売上収益は246億66百万円と前年同期比18.2％の

減収となりました。損益面につきましては、全社をあげた固定費及び原価の低減活動を推進いたしましたが、減収

影響を補うことが出来ず、営業損失は２億45百万円と前年同期比11億94百万円の悪化となりました。

 
(米州)

米国においては、モデル切り替えの端境期によりＯＥＭ製品の売上が減少し、当セグメントの売上収益は340億

91百万円と前年同期比17.4％の減収となりました。損益面につきましては、減収の影響を受け、営業利益は４億66

百万円と前年同期比65.0％の減益となりました。

 
(欧州)

欧州においては、ユーロ圏で景気が減速傾向にある中、ＯＥＭ製品の売上が増加し、当セグメントの売上収益は

67億59百万円と前年同期比3.4％の増収となりました。損益面につきましては、営業利益は87百万円と前年同期比

２億６百万円の改善となりました。
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(アジア・豪州)

底堅い経済成長の動きを背景に、中国の民族系カーメーカー向けの売上や、アジア諸国のＯＥＭ製品の売上の増

加により、当セグメントの売上収益は132億50百万円と前年同期比8.8％の増収となりました。損益面につきまして

は、原価率の悪化等により、営業利益は９億13百万円と前年同期比15.3％の減益となりました。

　

当第２四半期連結会計期間の資産につきましては、総資産が1,221億18百万円であり、前連結会計年度末より46

億36百万円減少いたしました。このうち、流動資産は744億54百万円であり、前連結会計年度末より23億26百万円

減少いたしました。主に、現金及び現金同等物が22億92百万円減少したことによります。非流動資産は476億63百

万円であり、前連結会計年度末より23億９百万円減少いたしました。主に、有形固定資産及び無形資産が23億66百

万円減少しております。

負債につきましては、762億90百万円であり、前連結会計年度末より53億60百万円減少いたしました。

資本につきましては、親会社株主持分が456億42百万円であり、前連結会計年度末より７億20百万円増加いたし

ました。四半期利益の計上がありましたものの、配当金の支払により利益剰余金が２億６百万円減少いたしまし

た。また、その他の包括利益累計額が９億28百万円増加いたしました。この結果、親会社株主持分比率は37.4％と

なりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、180億84百万円(前年同期末残高は252億62

百万円)となりました。　

営業活動に関するキャッシュ・フローにつきましては、前連結会計年度に計上した事業ポートフォリオ改革の加

速に伴う一時費用の支出がありましたものの、減価償却費及び無形資産償却費等の計上、売上債権及び棚卸資産の

減少等により、17億36百万円の収入(前年同期は97億82百万円の収入)となりました。　

投資活動に関するキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産及び無形資産の取得による支出により、34

億27百万円の支出(前年同期は22億45百万円の支出)となりました。　

財務活動に関するキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払等により、９億36百万円の支出(前年同期

は12億79百万円の支出)となりました。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、75億２百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 従業員数

当第２四半期連結累計期間末において、当社グループの従業員数は、前連結会計年度末に比べ808名減少し、

6,840名となっております。これは主に、グローバル要員体制の合理化対策を実施したこと及び海外生産会社の直接

要員減によるものです。このうち、日本セグメントに属する人員は352名減少、アジア・豪州セグメントに属する人

員は356名減少しております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 450,000,000

計 450,000,000
 

(注)　2018年６月22日開催の第78回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日である2018年10月１日をもって、発行可能株式総数は360,000,000株減少

し、90,000,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

 

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(2018年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(2018年11月８日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 282,744,185 56,548,837
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 282,744,185 56,548,837 － －
 

　(注) １.2018年10月１日付で５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は

226,195,348株減少し、56,548,837株となっております。

２.2018年６月22日開催の第78回定時株主総会において、定款変更に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日2018年10月１日をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更となっ

ております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年７月１日～
2018年９月30日

－ 282,744 － 20,346 － －

 

(注)　2018年６月22日開催の第78回定時株主総会決議により、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で

株式併合を行い、発行済株式総数は226,195,348株減少し、56,548,837株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１－６－６ 179,815 63.80

ＭＬ　ＩＮＴＬ　ＥＱＵＩＴＹ　
ＤＥＲＩＶＡＴＩＶＥＳ
(常任代理人　メリルリンチ日本証券株式会社)

MERRILL LYNCH FINANCIAL CENTRE
2 KING EDWARD STREET LONDON
EC1A 1HQ
(東京都中央区日本橋１－４－１)

20,774 7.37

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥＥＳ　
ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ　
(ＣＡＳＨＰＢ)
(常任代理人　野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,
UNITED KINGDOM
(東京都中央区日本橋１－９－１)

5,943 2.11

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 4,830 1.71

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２－11－３ 3,713 1.32

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ　＆　ＣＯ．ＲＥＧ
(常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会
社)

200 WEST STREET NEW YORK, NY,

USA

(東京都港区六本木６－10－１)

3,679 1.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口９)

東京都中央区晴海１－８－11 2,777 0.99

ＢＮＹＭＳＡＮＶ 　ＲＥ 　ＧＣＬＢ 　ＲＥ 　Ｊ
Ｐ　　ＲＤ　ＬＭＧＣ
(常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支店)

RUE MONTOYER, 46 B-
1000,BRUSSELS BELGIUM
(東京都新宿区新宿６－27－30)

2,635 0.93

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　
ＳＥＲＶＩＣＥＳ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／
ＪＡＳＤＥＣ／ＪＡＮＵＳ　ＨＥＮＤＥＲＳＯＮ　
ＨＯＲＩＺＯＮ　ＦＵＮＤ
(常任代理人　香港上海銀行東京支店)

33 RUE DE GASPERICH, L-5 826

HOWALD-HESPERANGE,LUXEMBOURG

(東京都中央区日本橋３－11－１)

2,039 0.72

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口５)

東京都中央区晴海１－８－11 1,878 0.67

計 － 228,085 80.93
 

(注)　2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 924,000
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 280,948,000
 

280,948 －

単元未満株式 普通株式 872,185
 

－ －

発行済株式総数 282,744,185 － －

総株主の議決権 － 280,948 －
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権の数12個)含まれて

おります。

 

② 【自己株式等】

  2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

クラリオン株式会社
埼玉県さいたま市
中央区新都心７番地２

924,000 － 924,000 0.33

計 － 924,000 － 924,000 0.33
 

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１

個)あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以

下、「IAS第34号」)に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受け、四半期レビュー報告書を受領しております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位　百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2018年３月31日)

 
当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部     

　流動資産     

　　現金及び現金同等物 7 20,376  18,084

　　売上債権 7 32,030  31,995

　　未収入金 7 1,424  1,444

　　棚卸資産  19,559  18,982

　　その他の金融資産 7 1,149  1,455

　　その他の流動資産  2,239  2,492

　　　流動資産合計  76,781  74,454

　非流動資産     

　　有形固定資産  23,774  22,848

　　無形資産  20,251  18,811

　　持分法で会計処理されている投資  1,313  1,236

　　有価証券及びその他の金融資産 7 789  718

　　繰延税金資産  2,414  2,603

　　その他の非流動資産  1,430  1,446

　　　非流動資産合計  49,973  47,663

　　　　資産の部合計  126,755  122,118
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(単位　百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2018年３月31日)

 
当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部     

　流動負債     

　　短期借入金 7 261  264

　　償還期長期債務 7 6,257  15,102

　　買入債務 7 22,324  22,104

　　未払金 7 6,211  5,448

　　その他の金融負債 7 135  200

　　未払費用  7,958  7,440

　　未払法人所得税  1,633  1,647

　　引当金  2,563  968

　　その他の流動負債  434  605

　　　流動負債合計  47,779  53,781

　非流動負債     

　　長期債務 7 23,946  14,766

　　その他の金融負債 7 1,291  869

　　退職給付に係る負債  8,035  6,286

　　引当金  411  417

　　その他の非流動負債  186  169

　　　非流動負債合計  33,871  22,509

　　　　負債の部合計  81,650  76,290

資本の部     

　親会社株主持分     

　　資本金  20,346  20,346

　　利益剰余金  23,102  22,896

　　その他の包括利益累計額  1,635  2,563

　　自己株式  △162  △164

　　　親会社株主持分合計  44,921  45,642

　　非支配持分  182  185

　　　資本の部合計  45,104  45,827

　　　　負債・資本の部合計  126,755  122,118
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位　百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年９月30日)

売上収益 6 90,127  78,767

売上原価  74,205  66,653

　売上総利益  15,922  12,113

販売費及び一般管理費  12,166  10,474

その他の収益  325  230

その他の費用 9 587  449

　営業利益  3,493  1,419

金融収益  171  81

金融費用 10 150  850

持分法による投資利益  33  12

　税引前四半期利益  3,548  663

法人所得税費用  1,164  303

　四半期利益  2,383  360

四半期利益の帰属：     

　親会社株主持分  2,376  357

　非支配持分  6  2

１株当たり親会社株主に帰属する
四半期利益：

11    

　基本  42.17円  6.34円

　希薄化後  －  － 
 

 

【第２四半期連結会計期間】

(単位　百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

 
当第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
至　2018年９月30日)

売上収益  44,432  37,195

売上原価  36,485  31,685

　売上総利益  7,947  5,509

販売費及び一般管理費  5,962  5,092

その他の収益  271  135

その他の費用  552  267

　営業利益  1,703  284

金融収益  192  38

金融費用  72  296

持分法による投資損失(△)  △26  △0

　税引前四半期利益  1,796  25

法人所得税費用  432  20

　四半期利益  1,363  4

四半期利益の帰属：     

　親会社株主持分  1,360  2

　非支配持分  3  2

１株当たり親会社株主に帰属する
四半期利益：

11    

　基本  24.14円  0.04円

　希薄化後  －  － 
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位　百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年９月30日)

四半期利益  2,383  360

その他の包括利益     

　純損益に組み替えられない項目     

　　その他の包括利益を通じて測定する
　　金融資産の公正価値の純変動額　　

 △89  △6

　　純損益に組み替えられない項目合計  △89  △6

　純損益に組み替えられる可能性がある
　項目

    

　　在外営業活動体の換算差額  1,323  939

　　キャッシュ・フロー・ヘッジの
　　公正価値の純変動額

 △5  △2

　　持分法のその他の包括利益  49  △1

　　純損益に組み替えられる可能性がある
　　項目合計

 1,367  934

　その他の包括利益合計  1,277  928

四半期包括利益  3,661  1,288

四半期包括利益の帰属：     

　親会社株主持分  3,646  1,285

　非支配持分  15  2
 

 

【第２四半期連結会計期間】

(単位　百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

 
当第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
至　2018年９月30日)

四半期利益  1,363  4

その他の包括利益     

　純損益に組み替えられない項目     

　　その他の包括利益を通じて測定する
　　金融資産の公正価値の純変動額

 9  △4

　　純損益に組み替えられない項目合計  9  △4

　純損益に組み替えられる可能性がある
　項目

    

　　在外営業活動体の換算差額  1,018  116

　　キャッシュ・フロー・ヘッジの
　　公正価値の純変動額

 6  △4

　　持分法のその他の包括利益  19  1

　　純損益に組み替えられる可能性がある
　　項目合計

 1,044  112

　その他の包括利益合計  1,054  108

四半期包括利益  2,418  113

四半期包括利益の帰属：     

　親会社株主持分  2,411  109

　非支配持分  6  4
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間　(自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

(単位　百万円)

 
注記
番号

親会社株主持分

非支配持分
資本の部
合計資本金 利益剰余金

その他の
包括利益
累計額

自己株式 合計

期首残高  20,346 21,260 2,256 △154 43,709 154 43,864

変動額         

　四半期利益  　 2,376 　 　 2,376 6 2,383

　その他の包括利益  　 　 1,269 　 1,269 8 1,277

四半期包括利益合計  　 2,376 1,269 　 3,646 15 3,661

　親会社株主に対する配当金 8 　 △845 　 　 △845 　 △845

　自己株式の取得  　 　 　 △5 △5 　 △5

 利益剰余金への振替   605 △605  －  －

変動額合計  － 2,137 663 △5 2,795 15 2,810

期末残高  20,346 23,397 2,920 △159 46,505 170 46,675
 

 
当第２四半期連結累計期間　(自　2018年４月１日　至　2018年９月30日)

(単位　百万円)

 
注記
番号

親会社株主持分

非支配持分
資本の部
合計資本金 利益剰余金

その他の
包括利益
累計額

自己株式 合計

期首残高  20,346 23,102 1,635 △162 44,921 182 45,104

変動額         

　四半期利益  　 357 　 　 357 2 360

　その他の包括利益  　 　 928 　 928 0 928

四半期包括利益合計  　 357 928 　 1,285 2 1,288

　親会社株主に対する配当金 8 　 △563 　 　 △563 　 △563

　自己株式の取得  　 　 　 △1 △1 　 △1

 利益剰余金への振替   － －  －  －

変動額合計  － △206 928 △1 720 2 723

期末残高  20,346 22,896 2,563 △164 45,642 185 45,827
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位　百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

 
当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年９月30日)

営業活動に関するキャッシュ・フロー     

 四半期利益  2,383  360

　四半期利益から営業活動に関する
　キャッシュ・フローへの調整

    

　　減価償却費及び無形資産償却費  5,709  4,887

　　減損損失 9 －  47

　　法人所得税費用  1,164  303

　　持分法による投資利益  △33  △12

　　金融収益及び金融費用  △21  769

　　固定資産売却等損益  △54  0

　　売上債権の増減  677  1,562

　　棚卸資産の増減  △1,366  1,337

　　買入債務の増減  2,865  △1,082

　　引当金の増減  80  △1,631

　　退職給付に係る負債の増減  △924  △1,831

　　その他  55  △2,569

　　　小計  10,537  2,140

　　利息の受取  77  77

　　配当金の受取  126  121

　　利息の支払  △122  △111

　　法人所得税の支払  △836  △491

　営業活動に関するキャッシュ・フロー  9,782  1,736

投資活動に関するキャッシュ・フロー     

　　有形固定資産の取得  △1,530  △1,361

　　無形資産の取得  △2,109  △2,140

　　有形固定資産の売却  234  51

　　有価証券及びその他の金融資産の取得  △7  △7

　　有価証券及びその他の金融資産の売却  1,116  29

　　その他  50  1

　投資活動に関するキャッシュ・フロー  △2,245  △3,427

財務活動に関するキャッシュ・フロー     

　　長期借入債務による調達  23,600  5,600

　　長期借入債務の償還  △24,033  △5,974

　　配当金の支払 8 △845  △563

　　未払配当金の増減  4  3

　　自己株式の取得 　 △5  △1

　財務活動に関するキャッシュ・フロー  △1,279  △936

現金及び現金同等物に係る為替変動による
影響

 241  334

現金及び現金同等物の増減  6,499  △2,292

現金及び現金同等物の期首残高  18,763  20,376

現金及び現金同等物の期末残高  25,262  18,084
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【要約四半期連結財務諸表注記】

注１．報告企業

クラリオン株式会社(以下、当社)は日本に拠点を置く株式会社であり、その株式を公開しております。本社は埼

玉県さいたま市中央区新都心７番地２であります。当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及び子会社(以下、当社

グループ)、並びにその関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されております。当社グループは、主と

して、車載情報機器、車載音響機器、自動車向けクラウド情報ネットワークサービス、セーフティアンドインフォ

メーション事業等の製品の開発、生産、販売及びサービスの提供を行っております。

　

注２．作成の基礎

要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しており、連結会計年度の連結財務諸表で要求されている全

ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。当社

は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしていることから、

同第93条の規定を適用しております。要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円により、百万円単位

で表示されております。なお、百万円未満は切り捨てで表示しております。

 

注３．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに四半期連結会計期間末日現在の偶発事象

の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおり、これらの見積り及び仮定は過去の実績及び四半期連結会

計期間末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいております。

しかしその性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計期間及

び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度の連結財務

諸表と同様であります。

　

注４．重要な会計方針

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き前連結会計年度において適用した会計

方針と同一であります。なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定

しております。

　

(1) 金融商品

①　非デリバティブ金融資産

当社グループは、売上債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の金融資産

は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しております。

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資

産の所有にかかるリスクと経済的便益を実質的に全て移転する取引において、当該金融資産から生じるキャッ

シュ・フローを受け取る契約上の権利を移転した時に当該金融資産の認識を中止しております。金融資産の所有

に伴う実質的に全てのリスク及び経済価値を留保も移転もしない取引においては、当社グループは当該金融資産

への支配を保持していない場合にその資産の認識を中止するものとしております。

　

非デリバティブ金融資産の分類及び測定方法の概要は、以下のとおりであります。

　

償却原価で測定する金融資産

以下の要件を満たす金融資産を償却原価で測定する金融資産として分類しております。

・当社グループのビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収することを

目的として保有している場合

・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高にかかる利息の支払いのみによるキャッシュ・フローを生

じさせる場合
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償却原価で測定する金融資産は、公正価値(直接帰属する取引費用を含む)で当初認識しております。当初認

識後は、実効金利法を用いて帳簿価額を算定しております。また、償却原価で測定する金融資産にかかる利息

発生額は要約四半期連結損益計算書の金融収益に含めております。

　

FVTOCI金融資産

主に投資先との取引関係の維持、強化による収益基盤の拡大を目的として保有している資本性金融資産を

FVTOCI金融資産として分類しております。FVTOCI金融資産は公正価値で当初認識し、それ以降も四半期連結決

算日の公正価値で測定しております。公正価値の変動は四半期連結会計期間のその他の包括利益として認識

し、その累計額はその他の包括利益累計額に認識しております。ただし、FVTOCI金融資産から生じる配当金に

ついては、明らかに投資の払い戻しの場合を除き、純損益として認識しております。

　

FVTPL金融資産

FVTOCI金融資産として分類されない資本性金融資産、及び償却原価で測定する金融資産に分類されない負債

性金融資産は、全てFVTPL金融資産に分類しております。FVTPL金融資産は、当初認識後、公正価値で測定し、

その公正価値の変動は純損益として認識しております。

　

金融資産の減損

当社グループは、売上債権及びその他の債権に関する予想信用損失に係る貸倒引当金について、信用リスク

が当初認識以降に著しく増大しているか否かに応じて、少なくとも四半期毎に継続的評価を実施しておりま

す。

信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、金融資産の予想残存期間の全期間の予想信用損

失に等しい金額で貸倒引当金を測定しております。信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合に

は、期末日後12か月以内に生じる予想信用損失に等しい金額で貸倒引当金を測定しております。ただし、売上

債権及びリース債権については、常に全期間の予想信用損失に等しい金額で貸倒引当金を測定しております。

信用リスクの著しい増大の有無は、債務不履行発生のリスクの変化に基づいて判断しており、債務不履行と

は、債務者による契約上のキャッシュ・フローの支払いに重大な問題が生じ、金融資産の全体又は一部分を回

収するという合理的な予想を有していない状態と定義しております。債務不履行発生のリスクに変化があるか

どうかの判断においては、主に外部信用格付け、期日経過の情報等を考慮しております。

予想信用損失は、金融資産に関して契約上支払われるキャッシュ・フロー総額と、受取りが見込まれる将来

キャッシュ・フロー総額との差額の割引現在価値を発生確率により加重平均して測定しております。支払遅延

の存在、支払期日の延長、外部信用調査機関による否定的評価、債務超過等悪化した財政状況や経営成績の評

価を含む、一つまたは複数の事象が発生している場合には、信用減損が生じた金融資産として個別的評価を行

い、主に過去の貸倒実績や将来の回収可能額等に基づき予想信用損失を測定しております。信用減損が生じて

いない金融資産については、主に過去の貸倒実績に必要に応じて現在及び将来の経済状況等を踏まえて調整し

た引当率等に基づく集合的評価により予想信用損失を測定しております。

売上債権及びその他の債権に関する予想信用損失については、帳簿価額を直接減額せず、貸倒引当金を計上

しております。予想信用損失の変動額は減損損失として純損益に認識しており、要約四半期連結損益計算書の

販売費及び一般管理費に含まれております。なお、金融資産について、全ての回収手段がなくなり、回収可能

性がほぼ尽きたと考えられる時点で、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していな

いと判断し、直接償却しております。

　

②　非デリバティブ金融負債

当社グループは、発行した負債性金融商品を、その発行日に当初認識しております。その他の金融負債は全

て、当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識しております。

当社グループは、金融負債が消滅した場合、つまり契約上の義務が履行されるか、債務が免責、取消又は失効

となった場合に、認識を中止しております。

当社グループは、非デリバティブ金融負債として、借入金、買入債務及びその他の金融負債を有しており、そ

れらを公正価値(直接帰属する取引費用を控除後)で当初認識しております。また、借入金については当初認識

後、実効金利法を用いた償却原価により測定しており、利息発生額は要約四半期連結損益計算書の金融費用に含

めております。
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③　デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、為替リスクをヘッジするために、先物為替予約契約等のデリバティブ商品を利用しておりま

す。これらのデリバティブはその保有目的、保有意思にかかわらず全て公正価値で計上しております。

　

当社グループが利用しているヘッジの会計処理は、以下のとおりであります。

　

・「キャッシュ・フロー・ヘッジ」は、将来取引のヘッジ、又は既に認識された資産又は負債に関連して発

生する将来キャッシュ・フローの変動に対するヘッジであり、ヘッジの効果が有効である限り、キャッ

シュ・フロー・ヘッジとして指定したデリバティブの公正価値の変動はその他の包括利益として認識して

おります。この会計処理は、ヘッジ対象に指定された未認識の確定契約又は将来キャッシュ・フローの変

動を純損益に認識するまで継続し、その時点でデリバティブの公正価値の変動も純損益に含めておりま

す。なお、ヘッジ対象に指定された予定取引により、非金融資産もしくは非金融負債が認識される場合、

その他の包括利益として認識したデリバティブの公正価値の変動は、当該資産又は負債が認識された時点

で、当該資産又は負債の取得原価その他の帳簿価額に直接含めております。

　

当社グループは、IFRS第９号「金融商品」(2014年７月改訂)に定められるデリバティブを利用する目的、その

戦略を含むリスク管理方針を文書化しており、それに加えて、そのデリバティブがヘッジ対象の将来キャッ

シュ・フローの変動の影響を相殺しているかどうかについて、ヘッジの開始時、及び開始後も引き続き、一定期

間毎に評価を行っております。ヘッジの効果が有効でなくなった場合は、ヘッジ会計を中止しております。

　

④　金融資産と金融負債の相殺

金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存在し、かつ、純額ベース

で決済するかもしくは資産を実現すると同時に負債を決済する意図が存在する場合にのみ相殺し、要約四半期連

結財政状態計算書において純額で報告しております。　

　

　会計方針の変更

当社グループは、従来IFRS第９号「金融商品」(2009年11月公表、2010年10月改訂)を適用しておりましたが、当

第２四半期連結累計期間の期首よりIFRS第９号「金融商品」（2014年７月改訂）を適用しております。IFRS第９号

「金融商品」(2014年７月改訂)は、ヘッジ会計、金融商品の分類及び測定を改訂し、金融資産の予想信用損失減損

モデルを導入する基準書であります。

IFRS第９号「金融商品」(2014年７月改訂)の適用については、経過措置を適用し、適用開始の累積的影響を当第

２四半期連結累計期間の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。なお、本基準の適用による当社グ

ループの財政状態及び経営成績に与える影響は重要ではありません。

　

　(2) 収益認識

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。

　

当社グループは顧客の要望に合わせて多様な取引を行っており、製品、サービス等の複数の要素を組み合わせて

顧客に提供する取引が含まれております。製品及びサービス等を提供するにあたり、複数の契約を締結している場

合、各契約における対価の相互依存性や各契約の締結時期等を評価し、関連する契約を結合したうえで、取引価格

を独立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に配分し、収益を認識しております。

独立販売価格は、市場の状況、競合する製品等の市場売価、製品原価や顧客の状況等の様々な要因を考慮して見

積もっております。

取引価格の算定においては、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる

対価の金額で測定しております。値引き・リベート等の変動対価は、その発生の不確実性がその後に解消される際

EDINET提出書類

クラリオン株式会社(E01814)

四半期報告書

17/27



に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。

なお、約束した対価の金額に重大な金融要素は含まれておりません。

一定の期間に亘り製品及びサービス等の支配の移転が行われる取引については、顧客に提供する当該製品及び

サービス等の性質を考慮し、アウトプット法及びインプット法に基づいて履行義務の充足に向けての進捗度を測定

し収益を認識しております。なお、当該進捗度を合理的に測定することができない場合は、発生したコストの範囲

で収益を認識しております。

顧客との契約獲得のための増分コスト及び契約に直接関連する履行コストのうち、回収可能であると見込まれる

部分について資産として認識しており、当該資産が関連する製品及びサービスの収益の認識方法に従って償却を

行っております。また、当該償却の期間が１年以内である場合に、契約獲得のための増分コストを資産計上せず発

生時に費用として認識しております。

　

　会計方針の変更

当社グループは、当第２四半期連結累計期間の期首よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を適用して

おります。IFRS第15号は、収益認識に関する論点を取り扱うための包括的かつ堅牢なフレームワークを提供してお

り、５ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる資産及び負債の変動により収益を測定し、財又は

サービスに対する支配の移転をもって収益を認識する基準であります。

IFRS第15号の適用については、経過措置に準拠して遡及適用し、適用開始の累積的影響を当第２四半期連結累計

期間の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。

上記の５ステップアプローチに基づき、主に製品、サービス又は資産の使用権のような複数の要素を組み合わせ

て顧客に提供する取引において、各履行義務に対して取引価格を配分する際、公正価値がない場合においても独立

販売価格を用いて配分し収益を認識することになりましたが、従来の会計基準を適用した場合と比較して、当第２

四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績に与える影響は重要ではありません。
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注５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高

意思決定機関が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社グループは、主に自動車機器等を生産、販売しており、国内においては当社及び国内連結子会社２社が、海

外においては米州(米国、カナダ、メキシコ、ブラジル)、欧州(ドイツ、イギリス、フランス、ハンガリー、ロシ

ア)、アジア・豪州(中国、台湾、マレーシア、タイ、インド、オーストラリア)の現地法人がそれぞれ担当しており

ます。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品についての各地域の包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「米州」、「欧州」、「アジア・豪州」の４つの報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、

自動車機器のほか特機及びその他の製品を生産・販売しております。

なお、セグメント間の内部取引における価額は、外部顧客との取引価額に準じています。

　

(2) 報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間(自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

      (単位　百万円)

 

報告セグメント

調整額 合計
日本 米州 欧州

アジア
・
豪州

計

売上収益        

　外部顧客への売上収益 30,152 41,258 6,538 12,177 90,127 － 90,127

　セグメント間の売上収益 32,289 964 1,940 24,799 59,994 △59,994 －

計 62,442 42,223 8,478 36,977 150,121 △59,994 90,127

セグメント利益又は損失(△) 949 1,333 △119 1,078 3,243 250 3,493

金融収益 － － － － － － 171

金融費用 － － － － － － 150

持分法による投資利益 － － － － － － 33

税引前四半期利益 － － － － － － 3,548
 

(注)　セグメント利益は、要約四半期連結財務諸表上の営業利益と調整を行っております。セグメント利益の調整額

250百万円は全額セグメント間取引消去であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年９月30日)

      (単位　百万円)

 

報告セグメント

調整額 合計
日本 米州 欧州

アジア
・
豪州

計

売上収益        

　外部顧客への売上収益 24,666 34,091 6,759 13,250 78,767 － 78,767

　セグメント間の売上収益 23,881 500 1,562 19,490 45,435 △45,435 －

計 48,548 34,592 8,321 32,740 124,202 △45,435 78,767

セグメント利益又は損失(△) △245 466 87 913 1,221 198 1,419

金融収益 － － － － － － 81

金融費用 － － － － － － 850

持分法による投資利益 － － － － － － 12

税引前四半期利益 － － － － － － 663
 

(注)　セグメント利益は、要約四半期連結財務諸表上の営業利益と調整を行っております。セグメント利益の調整額

198百万円は全額セグメント間取引消去であります。

　

注６．売上収益

(1) 収益の分解
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当社グループは「注５.セグメント情報」に記載のとおり、地域別のセグメントを報告セグメントとしておりま

す。当社グループの主な販売先であるカーメーカーへの「ＯＥＭ製品」の納入と「その他」に分解した売上収益と

各報告セグメントの売上収益との関係は以下のとおりであります。

　

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月1日　至　2018年９月30日）　

     (単位　百万円)

 報告セグメント

 日本 米州 欧州 アジア・豪州 売上収益

ＯＥＭ製品 16,229 24,861 4,988 12,253 58,333

その他 8,436 9,230 1,770 996 20,433

合計 24,666 34,091 6,759 13,250 78,767
 

　

(2) 履行義務の充足に関する情報

「(1)収益の分解」に記載のすべての事業は、主に顧客に製品を販売し検収を受けた時点において履行義務が充足さ

れることから、支配が移転した時点において収益を認識しております。支払条件は一般的な条件であり、延払等の支

払条件となっている取引で重要なものはありません。

 
注７．金融商品の公正価値

(1) 公正価値の見積りの前提及び方法

当社グループが保有する金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおり、決定しております。

 
現金及び現金同等物、売上債権、未収入金、短期借入金、買入債務、未払金

満期までの期間が短いため、要約四半期連結財政状態計算書計上額は見積公正価値と近似しています。

 
有価証券

市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っております。有価証券には、非上場会社の発行する

普通株式及び投資事業組合等への出資を含んでおります。これら非上場普通株式等の市場性のない有価証券は、割

引将来キャッシュ・フロー、収益、利益性及び純資産に基づく評価モデル及びその他の評価方法により、公正価値

を算定しております。

 
長期債務

長期借入金については変動金利によるものであるため、要約四半期連結財政状態計算書計上額は見積公正価値と

近似しております。

リース債務については、同様の契約条件での市場金利を使用した将来キャッシュ・フローの現在価値を見積公正

価値としております。

 
その他の金融資産及びその他の金融負債

為替予約については、期末日の先物為替相場に基づき算出しております。

償却原価で測定するデリバティブ以外の金融資産及びデリバティブ以外の金融負債の要約四半期連結財政状態計

算書計上額は、見積公正価値と近似しております。
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(2) 償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は、以下のとおりであります。なお、これら

の見積公正価値は、下記(3)に示されるレベル２に分類しております。

  (単位　百万円)

区分

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

売上債権 32,030 32,030 31,995 31,995

未収入金 1,424 1,424 1,444 1,444

その他の金融資産(流動) 1,149 1,149 1,454 1,454

有価証券及びその他の金融資産     

　その他の金融資産(非流動) 311 311 282 282

短期借入金 261 261 264 264

償還期長期債務     

　長期借入金 5,700 5,700 14,700 14,700

　リース債務 557 557 402 402

買入債務 22,324 22,324 22,104 22,104

未払金 6,211 6,211 5,448 5,448

長期債務     

　長期借入金 23,650 23,650 14,600 14,600

　リース債務 296 296 166 166

その他の金融負債(流動) 132 132 143 143

その他の金融負債(非流動) 1,291 1,291 869 869
 

 

(3) 公正価値ヒエラルキーのレベル別分類

下記は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、使用した指標により測定した公正価値を以下の３

つのレベルに分類しております。

 
レベル１

同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定した公正価値

レベル２

レベル１以外の直接または間接的に観察可能な指標を使用して測定した公正価値

レベル３

重要な観察可能でない指標を使用して測定した公正価値

 
公正価値に複数の指標を使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレベルの指標

に基づいて公正価値のレベルを決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期首時

点で発生したものとして認識しております。

前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末の経常的に公正価値により測定する金融商品の公正価値は以

下のとおりであります。
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    (単位　百万円)

 

前連結会計年度
(2018年３月31日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

　その他の金融資産     

　　デリバティブ － － － －

　有価証券及びその他の金融資産     

　　FVTPL金融資産     

　　　資本性金融商品 － － 51 51

　　FVTOCI金融資産     

　　　資本性金融商品 199 － 227 427

負債     

　その他の金融負債     

　　デリバティブ － 2 － 2
 

　
    (単位　百万円)

 

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

　その他の金融資産     

　　デリバティブ － 0 － 0

　有価証券及びその他の金融資産     

　　FVTPL金融資産     

　　　資本性金融商品 － － 50 50

　　FVTOCI金融資産     

　　　資本性金融商品 195 － 190 386

負債     

　その他の金融負債     

　　デリバティブ － 57 － 57
 

　

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において、レベル３に分類される経常的に公正価値で

測定する金融商品については、重要な増減はありません。

　

注８．剰余金の配当

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における普通株式の配当金の支払額は下記のとおりで

あります。

 
前第２四半期連結累計期間(自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

 

決議 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2017年５月10日
取締役会

845百万円 利益剰余金 3円00銭 2017年３月31日 2017年６月５日

 

　

当第２四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年９月30日)

 

決議 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2018年５月８日
取締役会

563百万円 利益剰余金 2円00銭 2018年３月31日 2018年６月４日
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注９．その他の費用

その他の費用の主な内訳は以下のとおりであります。

(単位　百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年９月30日)

事業構造改革関連費用 465 219

減損損失 - 47

その他 122 182

その他の費用　合計 587 449
 

　

注10. 金融費用

金融費用の主な内訳は以下のとおりであります。

(単位　百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年９月30日)

為替差損 - 716

支払利息及びリース利息 125 113

その他 24 20

金融費用　合計 150 850
 

 
注11．１株当たり四半期利益情報

基本１株当たり四半期利益の計算は、以下のとおりであります。

   

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年９月30日)

発行済普通株式の加重平均株式数　　　　　(株) 56,367,899 56,364,482

親会社株主に帰属する四半期利益　　　(百万円) 2,376 357

基本１株当たり四半期利益　　　　　　　　(円) 42.17 6.34
 

(注)１．希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定して基本１株当たり四半期利益を算定しております。

   

 
前第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
至　2018年９月30日)

発行済普通株式の加重平均株式数　　　　　(株) 56,367,236 56,364,246

親会社株主に帰属する四半期利益　　　(百万円) 1,360 2

基本１株当たり四半期利益　　　　　　　　(円) 24.14 0.04
 

(注)１．希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定して基本１株当たり四半期利益を算定しております。
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注12．後発事象

(株式併合及び単元株式数の変更)

当社は、2018年５月８日開催の取締役会において単元株式数の変更について決議し、また、2018年６月22日開催の

第78回定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これに伴い、2018年10月１日を効力

発生日として、単元株式数を1,000株から100株へ変更し、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しており

ます。

　

(公開買付け)

当社は、2018年10月26日開催の取締役会において、フォルシア・エス・エー(Faurecia S.A.)の子会社であるエナッ

プ　シス　エスエーエス(以下「公開買付者」といいます。)による当社株式に対する公開買付け(以下「本公開買付

け」といいます。)に関して、現時点における当社の意見として、本公開買付けが開始された場合には、本公開買付け

に賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して本公開買付けへの応募を推奨する旨を決議し、お知ら

せしております。

また、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続により当社を完全子会社化するこ

とを企図していること、並びに、当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。

　

１．公開買付者の概要　

①名称 エナップ　シス　エスエーエス(Hennape Six SAS)

②所在地 2, rue Hennape, 92000 Nanterre, France

③代表者の役職・氏名 プレジデント：ノルウェン・ドゥロネイ(Nolwenn Delaunay)

④事業内容 株式等の取得と管理

⑤資本金(2018年10月26日現在) 10,000ユーロ(1,293千円)*

⑥設立年月日 2016年12月22日

⑦大株主及び持株比率(2018年10月26日現在) フォルシア・エス・エー(Faurecia S.A.):100％

⑧当社と公開買付者の関係 資本関係：該当事項はありません。

 人的関係：該当事項はありません。

 取引関係：該当事項はありません。

 関連当事者への該当状況：該当事項はありません。
 

*　2018年10月22日現在の株式会社三井住友銀行の為替レートの仲値である１ユーロ129円33銭の為替レートで換算

　 しております。

 
２．本公開買付けの概要

(1)買付け等の期間

　公開買付開始の日から、20営業日に設定される予定となっております。

 
(2)買付け等の価格

普通株式１株につき、2,500円

 
(3)買付予定の株券等の数

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

56,364,034株 37,576,000株 －株
 

　

(4)公開買付開始公告日

　2019年１月予定(国内外の競争当局における認可状況等によります。)
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注13．要約四半期連結財務諸表の承認

要約四半期連結財務諸表は、2018年11月８日に執行役社長兼ＣＥＯ川端敦により承認されております。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　2018年11月８日

クラリオン株式会社

執行役社長兼ＣＥО　　川　端　　敦　殿

　

EY新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　内　　田　　　敬 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 島  藤  章  太  郎 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式

会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年９

月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連

結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レ

ビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、クラリオン株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

後発事象に記載されているとおり、会社は2018年10月26日開催の取締役会において、フォルシア・エス・エーの子会

社であるエナップ　シス　エスエーエスによる会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、

会社の株主に対して、公開買付けへの応募を推奨する旨を決議した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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